
第二部 「生涯学習による可能性の拡大、自己実現及び社会貢献・
地域課題解決に向けた環境整備について」（概要）

第Ⅰ章 生涯学習を取り巻く状況

第Ⅱ章 学習成果活用の課題

○フォーマル教育（学校教育）、ノンフォーマル教育（公民館等の講座等） 、インフォーマル教育（自主的な学習
等）それぞれの学習・活動の成果が蓄積され、評価され、企業・学校・地域等での社会的な活用に適切につ
ながるようにすることが重要。しかしながら、その方策は十分に確立されていない。

○学習活動をさらなる学び・活動に広げるため、学習者同士のネットワーク化・学習コミュニティの形成も重要。

○公民館や大学等における、地域課題や社会的課題の解決に資する学習機会の充実が必要。また、学習者
が適切な地域活動へ参加できる仕組みづくりも必要。

学習成果を活用するに当たっての課題

地域の課題解決等に取り組む人材の育成やそのネットワークの構築が必要。また、雇用形態の変化等により、社
会に出た後も知識・技術を習得することが必要となり、個人の「学習・活動履歴」の重要性が高まっている。

生涯を通じた学習機会を充実するとともに、学習した成果が適切に評価・活用される社会へ

第Ⅲ章 今後の施策の方向性

【基本的視点】 生涯学習を通じて「全員参加による課題解決社会」を実現するため、①各種課題に対応する
多様な学習機会を充実し、一人一人の可能性を高めていくこと、②学習した成果が適切に評価され、活用につ
なげられる環境を整備すること、を両輪で進めることにより、「『学び』」と『活動』の循環」を形成していく。
①「学び」の場の整備・充実
○地域課題の解決等における学習成果の活用のために必要なこと

学習機会提供者： 地域の課題や社会のニーズに対応した学習機会の充実
学 習 者： 学習成果の活用を意識した学習活動

○学習者の利便性向上やネットワーク化のために、生涯学習におけるICTの活用を推進することも重要。

②「学び」と「活動」の橋渡し
○学習成果の活用にあたっては、大学等の学位や国家資格等のほかに、様々な学習の成果が身近で適切
に評価される環境の整備が重要。
⇒検定試験の活用：検定試験によって培った能力を地域や企業・学校等で活用する取組の促進
⇒「人材認証制度」の活用：様々な社会的課題の解決を目指す人材の育成・確保に寄与

○学習者の学習履歴等をもとに、効果的に地域等の「活動」につなげるとともに、さらなる発展的な学習機会
を提供し、新たな「学び」につなげることも重要。

⇒学習者・地域活動・学習機会をつなぐ役割を果たす人材（社会教育主事、地域コーディネーター等）の育
成が必要となる。

⇒ICTを活用した生涯学習プラットフォーム（仮称）：学習と活動を効果的につなぎ、それらの活性化を図る。
○個人と家庭、職場、学校、地域を総合的に捉えた生涯学習が一層進展することが期待される。

「『学び』と『活動』の循環」の形成へ

○社会状況の変化 人口減少や科学技術イノベーション、グローバル化などに対応するため、個人が自己の責任と
判断で課題解決に取り組むこと、地域社会が住民の力を総合して地域の課題を解決することが求められている。

○学習環境の変化 ICTの進展によって、e-ラーニング講座、SNSを通じた学習コミュニティ、放送大学の授業のネッ
ト配信・オンライン授業、MOOC（大規模公開オンライン講座）等を通じて、どこでも学習することが可能となった。
他方、地域に根ざした学習機会は減少の傾向。

各種検定試験など個々人が学んだ成果を蓄積し、評価・活用
の仕組みや、社会的に認められるようにその質、内容を保証
する仕組みを構築する

多様な学習機会と再チャレンジ可能な環境整備等の
ための生涯学習プラットフォームの形成及び学習成
果の評価の通用性向上のための検定試験の質保証の
仕組みの検討などを提言。

平成２７年３月 教育再生実行会議 第六次提言
「『学び続ける』社会、全員参加型社会、

地方創生を実現する教育の在り方について」

平成２０年 中央教育審議会答申
「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について」
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第Ⅳ章 検定試験の質の向上等

○検定事業者による情報公開が期待され、評価を通じた検定試験の一層の質の改善と向上が求められる。

検定試験の評価及び情報の公開

検定事業者は、検定試験の質の向上のため、「検定試験の自己評価シート」を活用して自己評価。
• 少なくとも毎年度１回は行うことを基本。受検者や活用者にも分かる形でその結果を公表。
• 国は、各検定事業者の自己評価の取組の充実のため、自己評価の項目等をガイドラインとして示す。

自己評価

第三者評価

• 検定事業者が、自らの判断により、積極的に第三者評価を受けることが強く期待される。
• 社会での広い活用を目的とするものや国の後援を受けるものは、第三者評価を受けることを基本。
• ３～４年に１回行うことを基本。

対
象

• 多様な主体が特色のある第三者評価を実施し、検定事業者がその中から選択。
• 国は、第三者評価事業の後援、第三者評価のガイドラインの作成などにより支援。

実
施

機
関

• 運営・組織に関する項目は、全ての第三者評価機関による評価において、評価の対象。
• 試験問題を作成する体制等の状況は、運営・組織に関する項目の一環として評価。
• 試験問題に関する項目の第三者評価は一律には求めず、第三者評価機関が専門性を発揮し実施。
• 具体的な内容・項目は、第三者評価機関が定めることを基本。国は一定の基準を策定。

内
容

・項
目

• 第三者評価の評価結果は、検定事業者とともに、第三者評価機関においても公表。
• 国は、公表される評価結果について、検定試験の受検者・活用者への周知を促進。

結
果

公
表

• 第三者評価機関は、検定事業者が取り組むべき自己評価の項目・内容を示す。
• 検定事業者は、自己評価シートに加えて、業務遂行の適正性の状況について毎年度点検・評価を
行った結果を第三者評価機関に提示。国の後援を受けているものは、国に対しても提示。

自
己
評
価

と
の
関
係

※本答申の対象＝学習者の学習成果を測り、一定の基準に照らして合格・不合格の決定
や達成した水準の程度を示すもののうち、法令等に基づかず、民間の団体が実施するもの

※関係者評価は、今後、検定試験の評価の体系に位置付けないが、自主的に取り組むことは有意義。

検定試験の一層の社会的活用のために期待される取組

○公民館等の社会教育施設や大学等は、人材認証制度を活用した取組を充実することが期待され、国・地
方公共団体もその取組を促進することが期待される。

「人材認証制度」の活用の促進 ※人材認証制度：一定の学習や活動を経た人材の能力、経験等を第三者が客観的
に認証等を行う仕組みを網羅的に指すもの

• 社会的活用を念頭に、自らの運営・組織の状況、検定試験の受検者数・合格率などの基本的な情報
や、測ろうとする資質・能力の詳細、検定試験の社会における活用事例等を示すことが求められる。

• 基礎から発展まで幅広い検定試験の実施、家族ぐるみで検定試験に取り組むことができる工夫などに
より、学習者が生涯にわたり段階を追って学習を継続する励みとなることが期待される。

検
定

事
業
者

• 受検を推奨する検定試験の明示、受検料等の負担軽減等の様々な支援が考えられる。
• 人材募集の際に、検定試験に既に合格している者を一定程度優遇することなども考えられる。
• 検定試験の設計段階から積極的に関与し、人材募集の際の要件とするなどの取組が考えられる。

企
業
等

• 検定事業者が公開する情報等に基づき、活用可能な検定試験を積極的に明示するなどして、多様な
学習成果を測る方法の一つとして検定試験を活用することが考えられる。

• 検定試験の結果を学校での指導に役立てるとともに、特に高等学校段階で、学校の教育目標や実態
に応じて、その合格により関係科目の単位認定を行うなどの取組を一層進めることが期待される。

学
校

• 国においては、産業界や学校と検定事業者などの関係者間の対話の場の設定や、協働による検定試
験の質の向上や社会的活用の促進のための取組が期待される。

• 地方公共団体においては、公立学校の設置者として、学校における検定試験の適切な活用のために
必要な情報を各学校に提供することなどにより、各学校における適切な活用を促すことが期待される。

国
・
地
方

公
共
団
体

※国は、自己評価・第三者評価の相互の体系や詳細を更に検討し、「検定試験の評価ガイドライン」を策定。



第Ⅴ章 ICTを活用した「生涯学習プラットフォーム（仮称）」の構築

【求められる役割・機能】
○成果の活用を意識した学習機会の充実、学習活動の展開への支援
① 各種情報（学習機会、地域課題、地域活動、「人材認証制度」等）の共有
② 教育コンテンツの流通

○ 大学、地方公共団体、民間事業者等による学習プログラムの体系的な再構築
【実現されること】
○学習者の学習・活動履歴に応じた関連の深い講座等の推薦（レコメンド機能）。 学習相談への活用
○学習者の目標設定の支援・意欲の持続、学習機会提供機関の活性化や連携・協働
○社会教育主事等による社会教育事業の企画・立案時の活用

【求められる役割・機能】
○学習機会提供者や検定試験実施団体等による記録・証明。
○記載の信頼性と自由度のバランスをとりつつ、様々な学習・活動成果を広く示す。
① インフォーマル教育を通した学び等を一人一人が自由に記載できる部分を設ける。
② 学習者や相互の人的ネットワーク等を活用し、知識・技能の証明等を実施。

【実現されること】
○学習・活動履歴の信頼性を確保。
○インターネット等を通じ、多くの人への学習・活動成果の提示が可能。オープンバッジ等の最新技術の
導入も可能。

生涯学習プラットフォームに求められる役割・機能と実現されること

第１の機能 学習機会の提供

第２の機能 学習・活動履歴の記録・証明

第３の機能 学習者等のネットワーク化機能

• ＩＣＴを活用した初等中等教育段階向けの実証事業の成果を活用しつつ、フォーマル教育、ノンフォーマル
教育、インフォーマル教育を包含する生涯学習全般に拡張するための検討を進める。

• 学習活動の成果の蓄積を基にしたマッチング等機能の在り方の実証を進める。
• 諸外国における学習・活動の成果の蓄積・活用に係る事例研究が必要。
• 様々な関係機関との役割分担の検討が望まれる。

当面取り組むべき課題

これまで行われてきた対面による交流や相談、情報提供は、今後も有意義。今日のICTの進展を踏まえ、これ
らの取組への支援の充実のため、ICTを活用したプラットフォームを構想することが可能になった。ICTの活用に
より多様な情報の効果的な記録・管理・活用が可能になり、また、活動機会を増やすことも可能になる。
対面による交流での情報提供、マッチング等に加えて、ICTを活用して学習・活動の成果を適切に記録・管理・
活用することを希望する学習者のため、「生涯学習プラットフォーム（仮称）」の構築に向けて検討を進める。

発展的な「『学び』と『活動』の循環」へ

• 様々な学習・活動の成果や履歴等の情報の活用により、学習者・学習提供者・活動機会相互の評価・マッチ
ングが進む。

• 蓄積された学習・活動履歴等のデータ分析により、関連研究が促進。
• ICTの活用により、生涯学習活動の世界的なネットワーク化や国境を越えた学習情報の収集・発信に寄与。

【求められる役割・機能】
○学習者同士をネットワーク化し、実際に地域の人材を求めている地方公共団体やNPOとのマッチングに
資する。

【実現されること】
○社会教育主事や地域のコーディネーター等の社会教育関係者による、学習と活動とのより効果的な
マッチング

○SNSを通じた仲間とのつながり・学習コミュニティの形成等による学びや活動の更なる活性化

※システムとしての運用可能性、効果や影響についての分析・検討、マネジメント方法、他の推進方策との整合性、
個人情報保護等に留意して、更に関係者と協働して検討を進める必要。


